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意見提出者 エヌ・ティ・ティ・ビジネスアソシエ株式会社 

 
１．項目 企業関係租税特別措置の利用状況調査に際しての電子申告情報の活用につ

いて 

２．既存の制

度・規制等

によってＩ

ＣＴ利活用

が阻害され

て い る 事

例・状況 

例年、各省庁より企業関係租税特別措置の利用状況調査依頼があり、その

都度、指定様式への回答が求められている。 

３．ＩＣＴ利

活用を阻害

する制度・

規制等の根

拠 

・行政間での電子申告情報の活用障壁 

 

・電子申告の利用率 100%への未達 

※国税庁「平成 21 年度における e-TAXの利用状況について（概要）」(H22.4)

によれば、法人税申告の利用率 48.9% 

 

・参考 

<件数>平成 21年度実績：6件 

<例> 

・研究開発税制の利用実態に関するアンケート調査（経産省） 

・企業関係租税特別措置の利用状況調査について（総務省） 

<時期>5 月～11月（随時） 

 

４．ＩＣＴ利

活用を阻害

する制度・

規制等の見

直しの方向

性について

の提案 

例年、当該調査様式よりも詳細な情報を記載している確定申告書(別表一式

を含む)について、電子申告を行っており、当該申告情報を活用すれば、当

該調査に係る企業側･行政側稼働も削減され、租税特別措置透明化にも資す

ることから、電子申告利用率 100％を目指し、一層の普及を図るべきであ

る。 

 

 


